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昭和56年度の地質調査所の研究

一特別研究など一

企画室

REsEARc互PLANNINGO服IcE

地質調査所が昭和56年度に実施する研究計画の概要を

以下に紹介する.
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地質調査所は地質及び地下資源に関する調査研究を

総合的に実施する国立研究機関として

,我が国及び周辺海域の地質及び地下資源に関する

調査研究

国土の開発環境保全及び自然災害の予知等に関

する研究

国際協同研究海外技術協力等の国際協力

国内外の地球科学情報の整備

等の調査研究活動を通じて社会経済の発展国民福祉

の向上及び国際協調に貢献するとともに地球科学の進

歩に寄与することを使命としている･

地質調査所が行う研究には経常研究工業技術院特

別研究工業技術院指定研究環境庁国立機関公害防止

等試験研究科学技術庁特別研究促進調整費による研究

及び工業技術院国際協力事業などがあるかこれらの研

究のうちとくに次の6項目を重点研究として取りあげ

これを強力に推進して行くこととしている.

(1)5万分の1(所内指定研究)及び20万分の1(経常研

究)地質図幅の研究:国土に関する諸施策の基盤とな

るものでその作成と充実を図る･

(2)地熱賓源に関する調査研究(工業技術院指定研究):新

エネルギｰ資源の1つとして新しい技術的･理論的観

点から我が国の地熱エネルギｰの潜在能力を高い確

度で把握するための探査システムの開発を図る｡

(3)地震予知に関する研究:国家的プロジェクトとして進め

られている地麗予知計画において地殻活構造岩石破

壊機溝地下水土壌ガス及び地震波速度等の分野を分

担し社会的要請に積極的に応える.

(4)海洋の地質及び鉱物資源に関する調査研究:海底地質の

解明と海底鉱物資源の開発に関して国及び社会の二
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一ズに応える.

沿岸堆積環境保全に関する研究:産業公害の防止を目的

として実施L社会的要講に応える.

国際研究協力:国際産業技術研究など国際協力を強力に

推進する.

亙.指定研究｡特別研究等

地質及び地下資源の調査研究は国土の開発利用･環

境保全･自然災害の予知などのため欠くことのできない

ものである･地質調査所は経常的にこの方面の研究

を進めて来ている･資源有限化時代において我カミ国

の経済安全保障を確立するため地質調査所に対する国

社会からの要請が一段と強まりつつある情勢の下で指

定研究･特別研究等の重要な目的基礎研究を積極的に進

める.地質調査所カミ昭和56年度に実施する指定研究

･特別研究とその予算は表1に示す通りである.

亙.『工業技術院指定研究(新エネノレギｰ技術研究開

発)サンシャイン計画

サンシャイン計画は昭和49年7月に発足した日本で

最初の超大型技術開発計画で太陽エネルギｰ地熱エ

ネルギｰ石炭のガス化･液化水素エネルギｰ等を中

心に原子力関係を除くすべての新エネノレギｰの開発･

輸送･利用及びエネルギｰ貯蔵等の新技術の全般を対象

としている.

地質調査所は地熱エネルギｰ開発のための基礎とな

る地熱資源についての調査研究を昭和20年代に開始し

ている･この研究の重要性についての社会的認識は

その時々のエネルギｰ需給関係に応じて変化してきたカミ

長期的な見通しの上に行われた調査研究の成果の一つが

現在脚光を浴びているともいえる.とくに昭和48

年からはじめた全国地熱基礎調査これに続く地熱開発

基礎調査によって日本の地熱資源賦存地域の分布の大

要が明らかとなった.さらにその開発を目指した研

究として地熱探査技術等検証調査深部地熱資源探査�
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昭和56年度･指定研究･特別研究費予算一覧表

大項目等

工業技術院指定研究

地熱エネルギｰ探査

採取技術

工業技術院特別研究

産業公害特別研究

国際研究協力事業

中項目

1.地熱探査技術等検証調査

2･深部地熱資源探査技術に関する研究

3.国土地熱資源基本図作成に関する研究

�

㈮

㌮

�

�

�

�

�

地震予知に関する地球化学的研究

地殻活構造及び岩石破壊機構に関する研究

地震波速墜の変化に関する研究

火山地域の地質及び地下構造に関する研究

未開発陶磁器原料資源に関する研究

室中磁気探査による大陸斜面の海底地殻構

造に関する研究

深海底鉱物資源に関する地質学的研究

目本周辺大陸棚精密地質に関する研究

1･赤潮による底質汚染機構に関する研究

2.湖沼堆積物の調査技術に関する研究

1･乾燥地帯の銅･鉛･亜鉛鉱床探査法の研究

2.非火山地帯の地熱エネルギｰ開発に関する

研究

3.遠隔探査技術による地質構造解析に関する

研究

4.火山岩･深成岩に伴う鉱物資源の研究

5.東南アジア地域地質構造の研究

担当部

地殻熱部

地殻熱部

地殻熱部
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技術の研究及び国土地熱資源基本図作成に関する研究を

実施している.
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<地熟エネルギｰ技術〉

地熱資源にはマグマ高温岩体熱水対流系広域熱

伝導系深層熱水及び深部天水対流系に分類される.

当面開発の対象とたるものは熱水対流系である.こ

の熱水対流系は利用上から次のように細分類される.

低温熱水型は温泉の浴用等に中温熱水型はバイナリｰ

発電用高温熱水型は熱水のフラッシュにより得られる

蒸気を発電用に蒸気卓越型はそのまま発電に利用でき

る.近い将来に深層熱水や高温岩体も開発の対象と

なるものと考えられる.

昭稿56年度の研究計画は以下の通りである.

地勲探査技術等検証調査

研究目的

広域かつ大規模な深部地熱の開発を促進するために

前年度までに蓄積してきた探査技術の研究成果を踏まえ

て我が国の典型的な地熱地域である秋田･岩手県にま

たがる仙岩地域と宮城県下の栗駒地域における以下の調

査研究項目を通じて探査技衛等の検証調査を実施し

探査システムの確立を図る.

研究の経緯

当所では昭和48年度から54年度までr地熱地域の熱

水系に関する研究｣及び昭稲50年度から54年度にかけて

r広域深部地熱資源賦存に関する研究｣を行ってきた.�



いずれもサンシャイン研究計画の一環として行ってきた

ものである.これらの研究を通じて地熱資源の探査

手法熱源評価貯留層構造水流動形態及び活構造等

の地熱探査についても一応の基礎的研究手法が確立され

た.これらの成果をふまえてこれまで対象として来

た地熱地域より大規模かつ深部の地熱資源の開発を促

進するために探査技術の検証資源量評価のための総

合解析の手法を確立しようとするものである.なお本

研究は地表物理探査試錐等を分担する新エネルギｰ

総合開発機構と共同して進めている.

昭和56年度の研究計画

仙岩栗駒地域において以下の研究を通じて探査技

術等の検証資源評価のための総合解析を行う.

1.貯留構造の研究

1)地質構造:仙岩地域深部の地熱流体は玉川溶結凝灰岩

類をキャップロックとしその下位の新第三系中に貯留さ

れていると考えられている.この貯留構造を明らかにす

るため55年度に引き続き下位の新第三系と同様の地層が

分布している地域及び玉川溶結凝灰岩類が厚く分布して

いる地域の地質図を作成する･

2)変質帯調査:仙岩地域の地熱貯留構造及び熱構造を明ら

かにする目的で過去の貯留層構造及び熱構造の化石と

考えられる変質帯の分布及び特徴について調査研究する･

56年度は55年度の仙岩東部地区に引き続き北又川地区

及び乳頭山地区の変質帯岩石の試料採取X線分析化学

処理X線分析等を行い変質鉱物の分布特性を明らかに

する.

3)孔井内物理探査:200m級坑井での圧力試験を行い地

域的なデｰタを得る1,500m級坑井で深さ方向の赤カ

変化を測定する.

4)号しん調査:号しんの断裂密度調査法を開発する.

2.熱水流動の研究

1)水同位体調査:地表水温泉水などの本試料を採取し

主要･微量溶存成分水素･酸素同位体組成などの分析を

行う.分析値の解析結果から本源的地熱流体の分布･

性質天水の浸透年代岩石｣熱水の反応温度などを総合

的に明らかにする.

2)土壌ガス調査:55年度の水銀分布調査で明らかとした

仙岩地域の水銀濃度異常地周辺について水銀濃度分布精

査のほか水素ヘリウムなどの分布について調査し地

下深部の定性的温度断裂系の分布粋性などを検討する.

3)放熱量調査:鬼首カルデラ内における熱伝導(約1kin2)
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温泉湧出噴気40点の放熱量測定及び温泉噴気の化学分析

などにより熱水の流動状態及び化学的性質を解明する.

4)水理水文調査:松川地熱発電所･藤七温泉などを含む地

域の水理･水文調査を行う.

総合解析

仙岩総合解析:55年度までの解析モデル計算の条件は

地形地質構造降水の源養量及び地下の温度分布を仮定

し熱収支を伴なわないものとしていた･しかし地下

での地下水･熱水の流動は熱収支を伴なっているのが実情

であるため本年度は三次元で熱収支を伴なっている条件

のもとでの解析モデルを作成し仙岩地域調査の成果に見

合う実計算によって水収支解析モデルの汎用性を検討す

る.

地熱資源デｰタベｰス

図形･画像の処理及び解析の機能を重点的に拡充強化す

る.また三次元シミュレｰションを目ざしたアプリケｰ

ションプログラムを開発する･更に既存及び新規デｰ

タのバンキングを行いこれを用いて総合的な図形デｰタ

ベｰスの利用技術を開発する.

研究担当部課

地殻熱部地殻熱資源課地殻熱探査課地殻熱物性課

を中心とし他部課カミ協力して研究を推進する.

I.1.2.深部地熱資源探査技術に関する研究

所菟目的

これまで地熱資源探査技術として研究開発が進められ

てきた技術の中にはまだ研究開発要素のあるものがあ

る.それらの技術を確立するとともにより深部の地

熱資源を探査するための新たな手法を開発する･

研究の経緯

これまでr広域深部地熱資源賦存に関する研究｣等で

開発した手法は検証調査によってその有効性を実証し

てきた.本研究では深部地熱資源探査のための新手

法の研究開発を進める.

昭和56年度の研究計画

1深部熱水系探査の研究

1)サイスミックエミッションの研究:55年度に試作した

SE観測装置の改良を行い本格的な野外観測に用いる.

2)流体を含む岩石物性の研究:AEを計測し岩石の微小

破壊機構を解明する｡割れ目の多い岩石を伝播する弾性

波の減衰について実験する.�
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3)流動電位法の研究:浅層地下水の挙動が比抵抗変化等

を通して自然電位分布にどのように影響するかを研究す

る･濁川地域において地下水位の低い時期蔦い時期

にそれぞれ自然電位を測定する｡その結果から地下

深部熱水流動に起因する自然電位の抽出を試みる.

2.熱源評価法の研究

1)放射年代測定法の研究:八幡平地域の玉川溶結凝灰の

フィッション･トラック法年代測定によってこの地域で

は200万年からユ00万年前にかけて4個の大規模酸性火砕流

の噴出がありそのマグマ溜りの温度は現在でも30ぴC

以上あると推定される.

一方八幡平地域には玉川溶結凝灰岩の噴出後多量の

安山岩が噴出しこのマグマ溜りの熱源としての役割を解

明する必要がある.これらの安山岩は数10万年前の火

山噴出物のためフィッション･トラック法では化石ト

ラック数が少ないため精度の高い年代測定はできない.

そこでフィッション･トラックより約2,000倍密度の高

いαリコイル･トラックに注目して新たな年代測定法を

開発する現在のαリコイル･トラックは白雲母のみを

対象として測定しているがジルコン等も観察できる手法

を開発する･

2)マグマ温度測定法の研究:熱源評価法の1つとして輝

石を用いた温度計でマグマの温度を推定する.輝石法は

マグマから同じ･条件で2種類の輝石が晶出した時の温度を

それらの化学組成から求めるものである.

3)火山岩圧力計の研究:火山岩の斑晶中の流体包有物と

ガラス包有物の相変化及び化学組成の研究からマグマ

溜りの温度･圧力条件を求める.

4)高温岩体の熱履歴の研究:地熱地帯の変質岩中の微量元

素(Rb,Sr,Li,Cs等)の存在量比から熱履歴を解明

する.

5)磐石の水熱反応速度の研究:熱発光法について放射能

測定法に螢光線量計を導入し測定精度を上げる.同位

体利用の古地温計の開発のためF,Li,Bなどの分析法を

確立する

研究担当部課

地殻熱部地殻熱物性課地殻熱探査課地殻熱資源課

を中心としこれに各研究部課が協力して推進する.

I.1.3.国土地熱資源基本図作成に関する研究

研究目的

我が国における地熱資源賦存の地下環境を広域的に把

握するためレｰダｰ映像解析キュｰリｰ点解析等の広

域総合的な調査を行うとともに既存のデｰタをも含め

て解析を行い地熱資源基本図を作成する.

研究の経緯

工業技術院サンシャイン計画及び資源エネルギｰ庁

予算による研究として実施された全国地熱資源総合調

査及びこれまでのサンシャイン計画の研究開発により

蓄積された膨大なデｰタを集大成するとともに新たに

広域的な調査研究をつけ加えすべてのデｰタをデｰタ

ベｰスシステムに統一し総合解析を加える･

昭和56年度の研究計画

リモｰトセンシング(レｰダｰ画像ランドサット画像)

キュリｰ点法デｰタ重力デｰタ及びその他地熱こ関

連するデｰタをデｰタベｰスにファイル化するとともに

これらのデｰタを解析しあるいは現地追跡調査を行う

ことにより国土地熱資源基本図としてまとめてゆく手

法を研究する.

1.既存デｰタのバンキング

地熱に関する既存デｰタを整理するとともに

シタル量としてバンキングする

2.全国地熱資源総合調査デｰタの評価

1)リモｰトセンシングデｰタ解析

2)キュリｰ点解析一重力解析.

3.全国地熱資源基本図の作成

研究担当部課

地殻熱部地殻熱探査課地殻熱資源課

カ沖心となり他部課カミ協力する･

亙.2.工業技術院特別研究

順次デイ

再解析

地殻熱物性課

昭和56年度には工業技術院特別研究として次の8

テｰマについて実施する.これらは工業技術院特別研

究の大項目としては地震予知技術･資源開発利用技術

･海洋開発技術の3項目に分類される･

〈地震予知技術〉

1.地震予知に関する地球化学的研究

2.地殻活構造及び岩石破壊機構に関する研究

3･地震波速度の変化に関する研究

〈資源開発利用技術〉

4.火山地域の地質及び地下構造に関する研究

5.未開発陶磁器原料資源に関する研究�
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〈海洋開発技術〉

6.室中磁気探査による大陸斜面の海底地殻構造に関す

る研究

7.深海底鉱物資源に関する地質学的研究

8.日本周辺大陸棚精密地質に関する研究

<地震予知技術〉

地震災害は我が国の自然災害のうち最も大きなもの

の一つである.地震及び地震の余効的自然現象を解明

すると同時に地震の前兆現象を的確にとらえ将来起

る可能性のある地震に対してその発生場所発生時期

規模を予測することができれば地震災害に対する対策

を適切かつ合理性を持ったものにすることカミできる.

我カミ国の地震予知計画は地震に関連すると考えられる

あらゆる自然現象を解明するとともに既に地震の前兆

現象として有意性カミ判然としている現象について常時

観測体制を整備することを目指している.

地質調査所では地震予知の地質学的部門を他の諸機

関とともに分担して国の地震予知計画の推進に貢献する.

工2.1.地震予知に関する地球化学的研究

研究目的

地震予知計画の一環として地震予知連絡会により指

定された観測強化地域等において地下水の変動に関する

調査研究を行い地震予知に必要放判断資料を提供する.

また地殻変動による地下水土壌ガスの化学成分変

化機構の解明を通じて地下水ガス等による地震予知

技術の開発を図る･

具体的目標

1.南関東東海島根県東部宮城県東部等の地域に

おいて地下水の水位水質ラドン等の連続観測あ

るいは定期観測を長期的に行いデｰタの収集を図る.

とくに東海地域の観測デｰタはテレメｰタ化を図り

リアルタイムで把握する.

また各観測井ごとに得られたデｰタに含まれる自

然的及び人為的要因による変動を明らかにしそのな

かから地震発生に関連する地殻変動による変化のみ

を抽出する解析法の研究を行う.

2.主要活構造の発達地域群発地震発生地域等をモデ

ル地域とし地下ガス(土壌ガス)地下水申の溶存ガ

ス等の化学成分の濃度分布の実態を把握するととも

に経時的変化も併せて検討し地殻活動との関連性を

明らかにする｡

昭和56年度の研究計画

1.地下水総合観測システムに関する研究

1)地下水位水質変動の研究:前年度に引続き南関東東

海島根県東部宮城県東部筑波地域等における約50井

の地下水を対象とし水位水温水質ラドン等の連続

観測あるいは定期観測によりデｰタを収集する｡本年度

はさらに観測デｰタの安定性信頼性を向上させるため

㈮

井戸特性観測条件の設定等に関する検討も行う.

2)観測デｰタの解析手法の研究:各観測井ごとにデｰタ中

に含まれる自然的(気圧雨量潮汐地殻変動など)

及び人為的(近接井の揚水周辺地域の湛水など)要因と

水位水質ラドン濃度等との関係に関する検討を行い

地震発生に関連する地殻変動に伴う異常のみを抽出する解

析法の研究を行う･

地殻変動地域の化学成分の挙動に関する研究

前年度に引続き地殻変動地域である活構造及び群発地震

発生地域を対象としその地域内の断層を中心とした土壌

ガス地下水中の溶存ガス等の化学成分に関する研究を行

う･過去3年間研究を実施した神経･国府津一松田及び

伊豆半島(年川稲敷)地域は断層周辺部のガス組成の

実態カ湖らかとなり一今後経時変化(月2回程度の測定を

予定)の検討を行う.阿寺及び信濃川(松代)地域にお

いて年2回の測定を行いガス組成の実態把握に努める

研究担当部課

環境地質部地震化学課を中心とし地震地質課水資

源課技術部化学課地球化学課東北出張所及び中

国出張所カミ協力して行う.

I.2.2.地殻活構造及び岩石破壊機構に関する研究

研究目的

地震予知計画の一環として地質学由研究を分担実施

し地震予知技術の開発に資する.全国についての活

構造図及び観測強化地域についての5万分の1地質図

幅を計画的に作成し地震予知の基礎資料としてはもち

ろん広く国土保全･防災に役立てる.

具体的目標

�

活断層の総合的調査研究

1)活断層の活動度の研究:阿寺断層などA級断層について

第四紀学的調査及び断層破砕帯調査等により活動度評価

手法の開発を図る.

2)潜在活断層の探査研究:変動電磁界誘導法･浅層反射法

等により平野段丘下に潜在している活断層検出法の開

発を図る

3)活断層の変位運動の観測:活断層の平常の運動及び地震

発生後の運動を把握する

4)断層の発達過程に関する研究:室内モデル実験によって�
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断層の発達過程における地震発生の研究を行う.

5)地殻床カに関する研究:X線残留応力測定法のルｰチン

化を図るとともに応力解放法による地殻店力蓄積状態を

解明する.

2.全国活構造図の編さん

縮尺50万分の1によって全国(14図幅)の活断層を主と

した活構造図を作成するとともに全国の活断層の調査結

果に関する総合整理を行う･

3･観測強化地域における5万分の1地質図幅の作成

南関東及び東海の観測強化地域の5万分の1地質図幅

作成を促進する.

昭和56年度の研究内容

1･活断層の総合的調査研究

1)活断層の活動度の研究:呵寺断層･丹那断層地域等をモ

デル地域に選び断層活動史及び破砕帯についての野外調

査を行う.

2)潜在活断層の探査研究:深谷断層等において変動電磁界

誘導法及び浅層反射法を適用しこれらの方法の潜在断層

探査における有効性を確かめる.

3)活断層の変位運動の観測:活断層地震断層の微小変動

を測地学的に観測し平常時及び地震後の運動を把握す

る､

4)断層の発達過程に関する研究:岩石試料による三軸試験

断層帯形成に関する数値実験及び野外観測を行う.

5)地殻店力に関する研究:茨城県下において応力解放法

による地殻応力測定実験を行いまた前年度に引続き丹

沢山地等において応力変化の連続観測を行う.

2.全国活構造図の編さん

50万分の1活構造図5図幅(秋田

･札幌)の野外調査を行う･

京都･新潟･鹿児島

3･観測強化地域における5万分の1地質図幅の作成

5万分の1地質図幅東京西南部･静岡･姉崎の野外調

査を行いうち1図幅(静岡)を印刷出版する.

研究担当部課

環境地質部地震地質課が中心となり地震物性課環

境地質課地質部層序構造課岩石地質課燃料部石油

課物理探査部技術開発課技術部地形課地球化学課

及び大阪出張所の総勢30名カミ参加して行う.

亙.2.3.地震波速度の変化に関する研究

研究目的

地震予知計画の一環として爆破地震を用いて南関東

及び東海地域の地殻中の地震波速度の変化についての

デｰタを蓄積し当該地域の地震予知の判断資料の一つ

とするとともに地震波速度変化による地震予知技術の

開発を図る･さらに非爆薬振源によって地震波速度

の変化を高精度で観測する手法を開発する.

具体的目標

1.爆破地震による地震波速度の研究

地震波動を同一地点同一条件で毎年繰返し発生させ

これを南関東及び東海地域における観測点で観測し地震

波の速度振幅波形等の時間的変化を求めることにより

地震前における地殻の状態変化を検出する･近年研究

の進展に伴い地震波速度の時間的変化はいわゆるショ

ルツ理論等で従来推定されていた10～20%よりははるか

に小さい2%程度であるという考えが有力になりつつあり

その検証のためにも本研究の成果が期待されているので

実験の精度を更に向上させるべく努める.

㈮

非爆薬振源による地震波速度

既存またはその改良型の非爆薬振源を利用して小規模

な高精度連続観測システムを開発し基礎的な実験を行

う.この結果から非爆薬振源を利用して,小規模な高精

度違続観測システムを開発し基礎的な実験を行う.

同時に非爆薬連続観測法の実用化を図るとともに非爆薬

による中～大規模観測法の可能性についても検討する.

昭和56年度の研究内容

1･爆発地震による地震波速度の研究

1)南関東及び東海地域の地殻変動を明らかにするために

前年度と同一地点同一条件で爆発･観測を行う.

2)r大島爆発｣は伊豆大島西海岸でr東海爆発｣は川根

町笹間上でそれぞれ深度80m薬量500kgをもって爆発

振動を発生させ相模湾及び駿河湾を囲む本土側20カ所で

観測を行う

3)観測にあたっては精度の向上とともに観測作業のルｰチ

ン化無人化に努める.解析にあたっては地震波の速

度変化のほか振幅波形の変化の検出に特に留意する.

2･非爆薬振源による地震波速度連続観測法の研究

55年度に試作した小規模な実験装置の実験結果に基づ

き本装置の改良及び本装置に適応したデｰタの集録装置

を試作し予備的実験を行う.

研究担当部課

環境地質部地震物性課が中心となり地震地質課環

境地質課物理探査部技術開発課国立防災科学技術セ

ンタｰ東京大学地震研究所東海大学が鶴カし行う.�
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I･2･4･火山地域の地質及び地下構造に関する研究

研究目的

地震探査による火山地域の地下構造の解明火山活動

の諸現象を把握するための基礎資料整備の一環としての

火山地質図の作成及び噴火活動の特性の解明などによっ

て火山噴火の予知に資することを目的とする.

具体的目標

1.地震探査による火山地域の地下構造の研究

爆破地震により火山地域の地下構造を明らかにし地表

地質調査から得られる資料を加え火山構造断面図を作成す

る.また地震波の伝播異常からマグマ溜りなど火山下

の異常の分布を調べ更にそれらの異常空間の消長･移動

を検出するなど物理探査による短期的噴火予知の新手法

の研究開発を行う･

2.火山地質及び噴火活動特性の研究

1)火山地質の研究

火山活動把握のための基礎資料として活動的火山の成

長吏及び火山活動の固有性を明らかにし地質学的知見を

総括して火山地質図を作成する･

2)火山噴出物による噴火活動特性の研究

火山活動の長期的予測並びに噴火活動の推移予測のため

過去の火山噴出物に関する岩質･物理性･化学性等の調査

研究を行い活動の様式と推移･間隔について規則性を検

討する.

瑚和56年度の研究内容

1.地震探査による火山地域の地下構造の研究

地震探査により火山下のマグマ溜りの存否規模など

を検出する手法を確立するために伊豆大島において固定

点及び移動点における爆破観測を行いまた地殻微小変

形調査を行う.

支笏一榑前地域においては支笏カノレデラの浅層中層

構造を明らかにするため支笏湖においてスパｰカエア

ガンによる反射及び屈折法地震探査を行う｡

2.火山地質及び噴火活動特性の研究

1)火山地質の研究

前年度に引続き阿蘇火山について調査を行うほか日

本の火山に関する資料を総括し編集図を作成する.

2)火山噴出物による噴火活動特性の研究

主として関東及び北海道地方の安山岩質火山(三宅島･

樽前山など)について火山噴出物の物理性･化学性･噴出

年代などについての調査研究を行うほか未監視火山に対

する監視システムについての予備的検討を行う･

担当研究部課

環境地質部地震物性課が中心となり環境地質課地

質部岩石地質課技術部化学課地球化学課及び四国出

張所が協力して行う.

L2.5｡未開発陶磁器原料資源に関する研究

研究の目的

本研究は関東･東北･北海道地方に賦存する未開発

の陶磁器原料資源を対象に地質･鉱床･鉱物学的調査研

究を実施して当該鉱床の資源評価を行い未開発資源

の活用促進に資することを目的とする･

具体的目標

�

㈮

鉱床生成条件の研究

1)地質構造と鉱化作用の研究:鉱床賦存地区の地質構造と

鉱化作用の関係を解明し鉱床の賦存状況賦存量を明ら

かにし当該鉱床について探査指針の確立を図る･

2)鉱石の鉱物学的研究:鉱石の鉱物組成組織化学組成

粘土鉱物の形態熱的性質等を明らかにする･

鉱床の資源評価

鉱石の適正利用に関する検討と判定を行うととも

に鉱床の生成条件の研究結果と併せて総合解析して

当該鉱床の資源評価を行う･

昭和56年度の研究内容

1.鉱床生成条件の研究

1)地質構造と鉱床の関係の解明:北海道道央･道南地区

山形県中部地区栃木県中部･東部地区及び茨城県北部地

区を対象に地質･鉱床学的調査研究を行い当該地区にお

ける陶磁器原料資源の賦存状況と賦存量を明らかにし当

該地域の鉱床について探査指針の確立を図る･

2)鉱石の鉱物学的研究:鉱石の鉱物組成組織化学組成

粘土鉱物の形態粒度熱的性質を明らかにするための室

内実験を行い地質構造と鉱床の関係を解明するための基

礎資料並びに鉱石の適正利用に関する検討･判定のため

の基礎資料を得る｡

2.鉱床の資源評価

賦存状況及び賦存量カミ明らかにされた未開発鉱床に

ついては鉱石の適正利用に関する検討･判定を行うと

ともに総合的に解析し資源評価を行ラ.

研究担当部課

鉱床部鉱物資源課カ沖心となり探査研究課鉱床研

究課技術部化学課北海道支所鉱床課東北出張所カミ

協力して行う.

I.2.6.空中磁気探査による大陸斜面の海底地殻構造に

関する研究

研究の目的

日本の経済水域について空中磁気探査により早急に�
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海底地殻構造を解明し石油･天然ガスの賦存可能性評

価及び地震予知の基礎資料を得る･

具体的目標

1･10万分の1空中磁気図20万分の1磁気基盤図を作

成し石油･天然ガスの賦存可能性評価に必要校堆積

盆の規模形状を解明する.

2.地震･重力探査等のデｰタを加えて空中磁気図の総

合解析を行い地球物理学的地殻構造図を作成する.

3.大陸斜面海域における空中磁気探査の精度の向上の

ため空中磁気測定技術とデｰタ処理解析技術の改良

を図る.

昭和56年度の研究内容

1.房総沖空中磁気探査

1)従来の大陸棚海域空中磁気探査の成果をふまえ房総沖

大陸斜面海域において航空機による磁気測定を行い10万

分の1窒申磁気図を作成する.

2)グラフィックディスプレイを使用した対話形式による空

中磁気図の定量解析フィルタｰ操作によるバタｰン解析

を行う.

3)定量解析によってえられた磁気基盤図(20万分の1)より

大陸斜面における堆積盆の発達形態規模を解明し石

油･天然ガス賦存可能性についての基礎的資料をつくる｡

また大陸棚に発達した堆積層の大陸斜面への延長性につ

いて明らかにする.

2.室中磁気図と他の地球物理的資料を併せ考え房総

半島から日本海溝伊豆･小笠原海溝に至る地球物

理的地殻構造図を作成する.

深海底鉱物資源の濃集機構成因を明らかにする.こ

汕こよって将来資源として期待されている深海底鉱物

資源の開発上の技術評価と資源分布予測の基礎資料とす

る.

具体的目標

マンガン団塊の濃集域を含みいくつかの異放る構造

単元にまたがる中央太平洋海盆の南北系の横断モデル

海域(北半1末と南半球海域南北4,400km東西300k血)を

対象とする･同海域内のそれぞれ地質学的特徴カミ異

なる帯ごとにマンガン団塊の地域的変化性と深海底堆

積物の堆積条件基盤岩の地殻構造の相互関係を究明す

る.

昭和56年度の研究内容

初年度における2側線に関する予察的研究及びr深海

底鉱物資源探査に関する基礎的研究｣で得られた成果を

基礎として60日間の海上研究によってギノレバｰト諸

島東方の北緯7度～南緯2度の範囲内の海域について

次の研究を実施する一

�

㈮

3.探査技術についてはレスポンスの向上を図りこれ

と並行して磁気頻度の低い異常の解析法の研究を行

う･3.

4.東北地方太平洋側海域(下北沖一房総沖)の空中磁気

図を完成し本研究の総括を行う.

研究担当部課

物理探査部探査課技術開発課応用地球物理課カミ協

力して推進する.

I.2.7一深海底鉱物資源に関する地質学的研究

研究の目的

深海底鉱物資源(マンガン団塊･合金属泥)について賦

存率含有金属成分の地域的変化と深海底の表層堆積

物基盤岩の地質及び地質構造との相互関係を究明し

深海底の基盤岩の地殻構造条件の解明

1度(110km)間隔の側線について反射法音波探査

磁気探査重力探査等を行いまた海域内のいくつかの

モデル研究個所において屈折法音波探査熱流量測定の

研究を行って地殻構造を明らかにする.

深海底堆積物の堆積条件の解明

海域内のいくつかのモデル研究個所において反射法音

波探査堆積物の試料採取採取試料の研究を通じて堆

積条件を明らかにする.

マンガン団塊の地域的変化の解明

海域内のいくつかのモデノレ研究個所においてマンガン

団塊の採取試料の研究海底撮影撮影資料の解析を行

う.また室内における詳細な研究を通じてマンガン

団塊の地域的変化の特徴を明らかにする.

4･海上研究及び室内研究の結果を総合してギルバｰ

ト諸島東方海域に関するマンガン団塊の地域的変化と

深海底堆積物の堆積条件基盤岩の地殻構造の相互関係

を究明する.

研究担当部課

海洋地質部海洋鉱物資源課海洋地質課海洋物理探

査課地殻熱部地殻熱探査課及び技術部化学課が協力

して行う.�
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I･2.8･日本周辺犬陸棚精密地質に関する研究

研究の目的

目本周辺の大陸棚大陸斜面の海底地質及び表層堆積

物の実態を解明して海底鉱物資源の開発に資するとと

もに海底開発利用環境汚染防止対策地震予知対策等

多方面にわたって有効な地球科学的基礎情報を提供する.

具体的目標

海上保安庁水路部発行r海の基本図｣を使用して日

本周辺の重要海域の大陸棚大陸斜面を調査研究しそ

の成果を縮尺20万分の1海底地質図表層堆積図にまと

めて公表する.本研究の進展に伴ってより詳細かつ

正確な海洋調査技術の向上と開発を図る.

的とした調査技術の確立と汚染物質の水域での挙動を

解明する調査研究を行っている.56年度は東京湾を

モデルフィｰルドとしたr赤潮による底質汚染機構に関

する研究｣のほかに霞ケ浦においてr湖沼堆積物の調

査技術に関する研究｣を開始する.

I.3.1.赤潮による底質汚染機構に関する研究

研究目的

赤潮プランクトン等の汚濁物質の沈降･堆積･底質汚

染汚染底質による海水の二次汚染等の現象を一連のも

のとして統一的に捉え汚濁物質の循環を通じて赤潮に

よる海域汚染機構を解明し海域環境保全･浄化に資す

ることを目的とする.

昭和56年度の研究内容

目立沖仙台沖及び釜石付近の3海域について以下

の要領で海上調査研究を行う･

1.白嶺丸を使用し以下の項目についての物理探査と

採泥調査を実施する.

1)海底地形調査2)海底地質構造調査3)海底

表面構造調査4)表層堆積物調査5)重力探査

6)磁力探査7)岩盤岩石採取8)水質調査

9)海底観察

2.側線間隔2～5海里の格子状の側線に沿って1)～

6)を実施し4)8)9)を側線の交点で7)は必要な地点

においてそれぞれ実施する.

3.室内実験では全試料について粒度分析砂粒組

成分析化学分析重鉱物分析微化石分析岩石に

ついては顕微鏡観察化学分析絶対年代測定等を行

う･物理探査記録の解析は実験室において行う･

4.以上の各種分析解析結果を総合して海底地質図

あるいは表層堆積図を作成し予察的結果をクルｰズ

レポｰトに公表する.

研究担当部課

海洋地質部海洋地質課カ沖心となり海洋鉱物資源課

海洋物理探査課及び技術部地形課カミ協力する｡

亙.3国立機関公害防止等試験研究

<産業公害防止技術>

地質調査所では産業公害防止技術の研究の一環とし

て沿岸水域の環境保全のための環境の実態把握を目

具体的な圓擦

1｡赤潮物質による底質の汚染度評価と汚染吏の解明.

2･赤潮等汚濁物質の循環収支モデルの作成

3.赤潮等汚染物質の堆積と底質汚染機構の解明

昭和56年度の研究内容

東京湾において採取した試料の分析結果の解析から

具体的目標についての解答を出す･

研究担当部課

海洋地質部を中心として技術部特殊技術課地球化

学課カミ協力して行う.

I.3.2.湖沼堆積物の調査技術に関する研究

研究の目的

水系の総合的管理及び水資源の保全･開発･有効利用

はr第三次全国総合開発計画｣で国土の管理に関す

る重要計画課題にあげられており計画推進のための基

礎的調査研究の実施が要請されている･

水質汚染の主要因としては搬入物質による一次汚染

と底質の再移動に起因する二次汚染とがある.この

底質の再移動に起因する二次汚染の実態解明のために

は汚染物質と同様た挙動を呈する湖底堆積物の運搬

･沈積･分解･再溶出等の一連の挙動を究明することカミ

不可欠な課題となる.

本研究では水質の二次汚染に関与する湖底堆積物の

挙動を湖底堆積物の特性分布から解明するための調査

技術の確立を図るとともに本調査技術の検証をモデル

フィｰノレドにおいて行う.

具体的な目標

堆積物の運搬･沈積等の挙動は湖底地形･水理環境

及び気候等の環境因子に支配されるこれらの環境因�
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子の影響度は湖底堆積物の特性及びその分布に記録さ

れている･これら環境因子の影響度の実態をこれま

でに沿岸海域で確立した調査技術の応用及び新技術の

開発を行って調査研究する｡この確立した調査技術を

用いて當栄養化の進んだ代表的注湖沼r霞ケ浦｣をモ

デルフィｰルドとして検証調査研究を行う.

1.調査機器の開発

水深ユ0m以浅での音響調査において問題となる湖底地形

の多重反射を消去する電気的フィルタｰの開発音響反射

記録を確認する不撹乱採泥器の開発

2.採泥試料の堆積学的狂分析手法とデｰタ解析手法の

確立

環境条件の変化及びそれらが堆積の特性やその分布に

与える影響の評価を柱状採泥及びボｰリング試料の粒

度･砂粒･微化石分析の結果と現在環境因子との総合比

較から解明する.

3.調査手法の確立と応用

確立した調査技術を用いて湖底堆積物の一連の挙動を

解明しモデル水域での水系総合管理指針を確立する.ま

た調査技術の汎用性を普及するためのマニュアル(調査

指針)を作成する･

56年度研究内容

1.開発した調査機器のテスト

2.湖底堆積物の水平･垂直分布の調査研究

3.堆積物中での有機物･重金属等の挙動についての研

究

4.湖沼環境の変遷についての研究

しい探査法の確立を図る｡またその方法を他の乾燥

地帯に適用し鉱物資源の発見･開発に貢献することを

目的としている.

研究の具体的目標

チリ共相国におけるアンデス火成活動の性格と特色

とを明確にしその火成活動輪廻に占める銅･鉛･亜

鉛鉱化作用の位置を把握する.乾燥地帯特有の二次當

化作用の機構を解明し重金属元素の濃集過程を明らか

にする.

研究担当部課

鉱床部を中心に研究を推進する.相手国側の対応機

関はチリ国地質調査所カミこれに当る.

I.4.2.非火山地帯の地熱エネルギｰ開発に関する研究

研究の目的

従来の地熱の開発地域がすべて火山帯にあるのに対

してタイの温泉･地熱地はヒマラヤ榴山帯の後背地で

ある印度支郡地塊にあり断裂帯によるものと考えられ

る.

このような地熱資源の本格的研究はなされておらず

熱源などに不明の点カミ多い.今後開発の予定される深

部地熱のモデノレ地として本格的研究を行う･

研究の目標

地熱貯溜岩である花嵩岩及び古生層の岩石学熱源評

価のための地化学物理探査とこれらの総合解析により

非火山性地熱資源の研究を行い熱源の解明その規模

放熱量熱流量を明らかにする.

研究担当部課

海洋地質部が中心となり技術部地形課特殊技術課

が協力する.

研究担当部課

地殻熱部及び地質部を中心に研究する.協同研究機

関はタイ国鉱物資源局がこれに当る.

亙.4.国際研究協力事業IT五丁特別研究

開発途上国への技術移転を含む協同研究を次の4テ

ｰマに対して行う.個々の研究プロジェクトの規模は

小さいが自主的なテｰマを持って進める本事業は工

業技術院の国際研究協力の柱である.

I.4.1.乾燥地帯の銅･鉛･亜鉛鉱床探査法に関する研究

研究の目的

乾燥地帯では種々の特殊な条件が存在するため温帯

域で確立された探査法は必ずしも適用できないので

チリ山岳地帯を例に銅･鉛･亜鉛鉱床を対象とした新

I.4.3.遠隔探査技術による地質構造解析に関する研究

研究の目的

日本の西南目本地質構造区において行ってきたリモ

ｰト･センシングによる地質構造解析手法を韓国におい

て適用し両国間の地質構造の性格形態を比較研究し

リモｰト･センシング技術の地質分野における適用性を

高めることを目的とする.

研究の目標

目本の九州北部･中国地方西部および韓国をカバｰす

る50万分の1衛星映像による地質構造解析図を作成す

る･本図作成の過程でリモｰト･センシング技術の地�
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頁解析技法を確立する.

研究担当部課

燃料部カ沖心となって研究を推進する.相手国機関

は韓国地質資源研究所カミこれに当る.

I.4.4.火山岩･深成岩に伴う鉱物資源に関する研究

(新規)

研究の目的

中華人民共和国成立後同国政府は鉱物資源探査に総

力を挙げて努力しており140種の必要な鉱物資源のうち

130種を自給できる段階に達した･とくにタングス

テン錫鉄鋼アンチモン硫黄燐などは有望な

鉱床が多いといわれている.タングステンについては

世界で最初のホｰフィリｰ型鉱床カミ発見されており学

術的かつ資源的に非常に興味深いものである･以上の

鉱床のほとんどは大陸地域特有の火山岩深成岩活動

によって生成されたものである.このような非島弧性の

地質環境から生成した鉱物資源を日本の科学者カミ本格

的に研究する機会は戦後にはなかった.したがって我

が国にとって島弧系の金銀銅鉛亜鉛という主要

鉱種に対して上記の大陸系鉱床を研究することは将

来の鉱物資源問題に対処するために是非とも必要である･

研究の目標

中国大陸周縁部に発達する火山岩･深成岩帯の火成岩

の岩石学的･鉱物学的研究を行いそれらと鉱物資源の

鉱種との関係ポテンジャリティとの関係を追求する.

中国側ではかなりの資料を蓄積しておりこれらを基

礎としてより高度な手法を日本側で駆使し併せて技

術移転を行う･最終的には大陸地域の鉱物資源の資源

量を算出しその鉱種別出現ひん度を求め日本列島を

例とする島弧のそれらと比較し将来の鉱物資源の供給

可能性を求める.

研究担当部課

鉱床部が中心と狂って行う･相手国機関としては

中華人民共和国地質省カミこれにあたる.

､地学と切手1

ニコ.一ジランド･トンガリロ

国立公園のナウルホエ火山

切手

足.Q.

ニュｰジランド北島には北東南西方向に大きな火山性地

溝帯がありその北東部には地熱発電で有名なTaupo-

Rotrua火山群がある･南西部にはトンガリロ火山群が

あって国立公園となっている.

トンガリロ火山群は北東に大きな開析されたトンガリロ

火山カミあり更新世の噴出と考えられ多くの火口カミ認め

られる.基盤は中生代一第三紀の堆積岩類であり角閃

石安山岩輝石安山岩の熔岩流と火砕物とからなり山麓

には大量の泥流堆積物が認められる･1855年から1927年

まで数回の噴火が行なわれた.

トンガリロ火山に伴なう多くの寄生火山の中でナウル

ホエNgaurhoe火山は最大のものでその南西斜面に位

置し比高約1,000m海抜2,286mの円錘状成層火山であ

る.後氷期の形成によるために山容は原形を保ち優美

な形態で知られるとともに絶えず噴煙を上げていること

でも有名である.1839年にヨｰロッパ人が観察して以来

その噴煙はほとんど絶えることがない･その中で激しい

噴火としては1870年4月～8月1949年2月～3月

1954年5月～1955年3月などが知られている､熔岩は斜

長石輝石安山岩である.

ルアペフRuapehu火山は火山群の南西端にあって海抜

2,797皿の複合火山で山頂には直径約3kmの火口湖と共

に氷河が存在する･トンガリロ火山よりは若いが最終氷

期の形成である.ユ861年以来大きな噴火が数回あり1945

年3月～1946年1月には山頂の火口湖中に安山岩のドｰム

を生じた1

切手はユ960年から使用された3シリングの高額普通切手

であり観光基地のChateauTongariro(ルアペフの北

東山麓にある)からみた噴煙を上げているナウノレホエ火

山である･8cは1973年に発行されたもの･�


